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中長期的な介護人材不足の見通し
2040年までに69万人が不足する見通しがあり、政府としても生産性向上・業務効率化による
施策展開を進めているところ

労働力不足が拡大する中で
医療・介護 サービスの確保 が必要

テクノロジーの活用等により、医療・介護サービスの質
と生産性を向上し、2040年時点において必要とされ
るサービスの提供を実現する

2019年
度

（令和元年度）

2023年
度

（令和5年度）

2025年
度

（令和7年度）

2040年
度

（令和22年度）

2020年
度

（令和2年度）

約211万人

約212万人

約233万人

約243万人
約280万人

約
22
万
人

約
32
万
人

約
69
万
人

直近の
介護
職員数

1 介護人材確保に向けた取り組み（厚労省） https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_02977.html
2 2040年を見据えた社会保障改革の課題（厚労省） https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2018/0412/shiryo_02.pdf

必要な介護職員数が大きく不足1 生産性向上の方向性2
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テクノロジー導入を前提とすることによる業務時間へのインパクト
現状約210万人の介護職員がいるが、ICTによる業務の省力化可能性は約220万時間となり、
これは、職員数に換算すると約28万人、この人数を3:1で配置したとすると約84万人の利用者
を支援できる時間に匹敵する

介護職員の見込み勤務時間数 ICT導入効果時間数 業務効率化効果

約220万時間/日
ICT導入によって効率化

できる時間

全体の
約23%の時間削減

介護職員
約28万人相当
（1日8時間換算）

利用者84万人相当
（3:1配置で利用者を
みると仮定した場合）

10.3%が180分減
3.4% 175分
3.0%    135分
8.2%    105分
12.6%  75分
27.3% 45分
27.2%  15分

約154万人
無期雇用者人数

約55.9万人
有期雇用者人数

約154万人
無期雇用者人数

約55.9万人
有期雇用者人数

5.72時間/日
1日あたり平均勤務時間数

5.01時間/日
1日あたり平均勤務時間数

約882万時間

約280万時間

1. 介護職員数については、厚生労働省「第8期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について」より、無期/有期雇用者割合及び勤務時間数については、介護労働安定センターによる令和3年度介護
労働実態調査労働者調査より、ICT導入効果に係る時間数は厚生労働省「令和２年度ICT導入支援事業導入効果報告まとめ」の数字をもとに推計した。

2. 株式会社三菱総合研究所では、デジタル化による生産性向上について、ICT等普及率が50%の場合には、33.0万人相当になるとの推計もある。
https://www.mri.co.jp/knowledge/insight/dia6ou000005391x-att/er20230315_digitalization-of-care.pdf



国内の介護業界のDXの現状
総務省産業別調査によると医療、福祉業界が最もDXを実施できていない
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医療、福祉 ( N = 2 8 7 0 )
漁業 ( N = 4 )

生活関連サービス業、娯楽業 ( N = 6 3 6 )
運輸業、郵便業 ( N = 1 3 9 3 )

宿泊業、飲食サービス業 ( N = 8 2 8 )
その他 ( N = 2 4 6 )
建設業 ( N = 3 6 2 7 )

サービス業（他に分類されないもの） ( N = 7 9 6 )
公務（他に分類されるものを除く） ( N = 7 0 )

卸売業、小売業 ( N = 1 8 4 6 )
製造業 ( N = 3 6 6 3 )

鉱業、採石業、砂利採取業 ( N = 7 )
教育、学習支援業 ( N = 6 5 6 )

不動産業、物品賃貸業 ( N = 5 7 7 )
電気・ガス・熱供給・水道業 ( N = 7 5 6 )

農業、林業 ( N = 2 2 )
学術研究、専門・技術サービス業 ( N = 1 7 7 )

複合サービス事業 ( N = 8 9 )
情報通信業（映像・音声・文字情報制作業） ( N = 7 9 )

情報通信業（インターネット附随サービス業） ( N = 2 3 4 )
情報通信業（情報サービス業） ( N = 1 0 2 6 )

金融業、保険業 ( N = 7 4 3 )
情報通信業（通信業） ( N = 3 1 2 )
情報通信業（放送業） ( N = 1 3 )

デジタル・トランスフォーメーションの取組状況（日本：業種別）

2018年度以前から実施している 2019年度から実施している 2020年度から実施している

実施していない、今後実施を検討 実施していない、今後も予定なし

総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」
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介護テックスタートアップ振興における課題整理（要約）

１．現行のアナログな介護保険制度では介護業界のテック投資余力がない為、ユニコーンを輩
出するには市場が小さすぎる

a. 在宅介護事業所・介護施設におけるDX時の基準緩和・新設、加算の創設、補助金の
強化・通年化が必要（ToB:支え手向け）

b. 利用者向けのスキームが旧来の福祉用具しかない為、ICTにより高度化された利用者
向け新製品セグメントの保険収載が必要（ToC:高齢者向け）

c. 介護保険内・外製品における保険内偏重価値観からの脱却

２．老健局にMEDISOと同様のスタートアップ支援を行う専門チーム、また技術革新の速度に
対応できる介護保険改定・法改正のスキームを新設

３．記録様式の国際基準化など輸出可能な戦略もしくは国際協定による輸出振興施策の必
要性（国内での多数実績が前提条件）
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